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(57)【要約】
【課題】フィルムへの加飾や機能性の付与を行うことが
可能でありながら、フィルムの厚みの増加を抑制して、
胴部内における内容物の残留を抑制することができるチ
ューブ容器を提供する。
【解決手段】一端が閉塞され、内容物を収容することが
できる筒状の胴部と、前記胴部の他端に取り付けられた
前記胴部の他端を閉塞可能な注出口部とを含むチューブ
容器であって、胴部は、積層フィルムの端部を接着して
形成され、前記積層フィルムの端部の最内層どうしを対
向させて接着して形成された貼合わせ部が長手方向に沿
って延伸するように設けられている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端が閉塞され、内容物を収容することができる筒状の胴部と、前記胴部の他端に取り
付けられた前記胴部の他端を閉塞可能な注出口部とを含むチューブ容器であって、
　前記胴部は、積層フィルムの端部を接着して形成され、前記積層フィルムの端部の最内
層どうしを対向させて接着して形成された貼合わせ部が長手方向に沿って延伸するように
設けられている、
　チューブ容器。
【請求項２】
　前記積層フィルムは、
　最外層にポリエチレンテレフタレートを含む層が積層されている、
　請求項１に記載のチューブ容器。
【請求項３】
　前記貼合わせ部は、
　貼合わされた前記積層フィルムのそれぞれの端部から延出するタブを備える、
　請求項１または２に記載のチューブ容器。
【請求項４】
　前記貼合わせ部は、
　貼合わされた前記積層フィルムの端部にノッチが形成されている、
　請求項１または２に記載のチューブ容器。
【請求項５】
　前記注出口部は、前記胴部の長手方向に直交する平板状の閉塞部を備え、
　前記胴部の前記他端は、前記閉塞部の端縁において、前記閉塞部の前記胴部の前記一端
側とは反対側の面に接着されている、
　請求項１から４のいずれかに記載のチューブ容器。
【請求項６】
　前記胴部は、２枚以上の前記積層フィルムの端部の最内層どうしを互いに対向させて接
着して形成され、
　前記貼合わせ部が、複数設けられている、
　請求項１から５のいずれかに記載のチューブ容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、チューブ容器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　医薬品、化粧品、食品等を充填して包装することができるチューブ容器が知られている
。チュ－ブ容器は、一般に、一端が閉塞されかつ他端が開口した筒状の胴部と、胴部の開
口他端に溶着等により取り付けられた、胴部の開口から離れるにしたがって外径が小さく
なるテーパ形状に形成された注出口部（肩部とも呼ばれる）とを含む。注出口部の胴部と
反対側には、内容物を取り出すことができる開口部が設けられ、チューブ容器の使用者は
胴部を押し潰すことにより、開口部から内容物を絞り出すことができる。（特許文献１参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－１９９２８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　このようなチューブ容器の胴部の成形方法としては、一般に、押出成形による方法と、
フィルムを、長手方向に沿う端部がオーバーラップするように筒状に形成してオーバーラ
ップした端部どうしを接着する方法とが知られている。
【０００５】
　押出成形により胴部を成形する方法では、胴部の表面へ印刷により加飾を行う場合には
、押出成形工程の後に専用の印刷装置を用いた印刷工程が必要となる。このため、加飾を
行うことが、生産性向上を阻害したり、コスト増加の原因になったりする場合があった。
また、押出成形に用いることができる材料は限定されるため、胴部にガスバリア性、遮光
性等の機能性を有する層を設けることが困難であるという課題があった。
【０００６】
　また、オーバーラップした端部どうしを接着する方法では、接着性を有する材料を用い
た層をフィルムの最内層と最外層とに設ける必要があるとともに、フィルムの端部を保護
するために、最内層および最外層のそれぞれに十分な量の接着性を有する材料を用いる必
要があった。このため、フィルムが厚くなりやすく、形成された胴部の剛性が高くなった
結果、押し潰して内容物を絞り出すことが困難になり、内容物の一部が胴部内に残留して
しまうという課題があった。具体的には、胴部を押し潰すことが困難になると、図６に示
す胴部を長手方向に直交する平面で切断した断面図のように、胴部の幅方向の両端の折り
目に隙間が生じて、この隙間に残った内容物が胴部内に残留してしまうことがあった
【０００７】
　本発明はこのような課題に鑑みてなされたものであり、フィルムへの加飾や機能性の付
与を行うことが可能でありながら、フィルムの厚みの増加を抑制して、胴部内における内
容物の残留を抑制することができるチューブ容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するための本発明の一局面は、一端が閉塞され、内容物を収容すること
ができる筒状の胴部と、前記胴部の他端に取り付けられた前記胴部の他端を閉塞可能な注
出口部とを含むチューブ容器であって、胴部は、積層フィルムの端部を接着して形成され
、前記積層フィルムの端部の最内層どうしを対向させて接着して形成された貼合わせ部が
長手方向に沿って延伸するように設けられている、チューブ容器である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、フィルムへの加飾や機能性の付与を行うことが可能でありながら、フ
ィルムの厚みの増加を抑制して、胴部内における内容物の残留を抑制することができるチ
ューブ容器を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るチューブ容器の正面図および側面図
【図２】本発明の第１の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図および部分拡大図
【図３】本発明の第１の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図および部分拡大図
【図４】本発明の第２の実施形態に係るチューブ容器の正面図および側面図
【図５】本発明の第３の実施形態に係るチューブ容器の正面図および側面図
【図６】本発明の第４の実施形態に係るチューブ容器の正面図および側面図
【図７】本発明の第４の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図
【図８】本発明の第４の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図
【図９】本発明の第５の実施形態に係るチューブ容器の正面図および側面図
【図１０】本発明の第５の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図
【図１１】本発明の第５の実施形態に係るチューブ容器の胴部の断面図
【図１２】従来技術に係るチューブ容器の断面図
【発明を実施するための形態】
【００１１】
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＜第１の実施形態＞
　本発明の第１の実施形態に係るチューブ容器１００について、図を参照して説明する。
チューブ容器１００は、一端が閉塞された胴部１０と、胴部１０の他端に取り付けられた
注出口部２０とを含む。また、チューブ容器１００は、一例として、注出口部２０に取り
付けられるキャップ３０をさらに備える。
【００１２】
　図１に、チューブ容器１００の正面図および側面図を示し、図２に、胴部１０をＡ－Ａ
’線で切断した断面図とＢ部の拡大図を示す。なお、図１では、便宜上、注出口栓２０は
、キャップ３０が取り付けられていない状態を示している。
【００１３】
（胴部）
　胴部１０は、一端に位置する底部１１が閉塞された、図示しない内容物を収容すること
ができる筒状の部材である。胴部１０は、最内層に接着性を有する材料を含む接着層１４
ａを有する矩形状の積層フィルム１４を筒状にした後、底部１１と、胴部１０の長手方向
に沿った端縁とのそれぞれにおいて対向する積層フィルム１４の接着層１４ａどうしを接
着することにより形成することができる。図１、図２に示すように、胴部１０の長手方向
に沿った端縁の接着層１４ａどうしを対向させて接着して形成される貼合わせ部１３は、
胴部１０の筒状部の表面において長手方向に沿って延伸する帯状となる。
【００１４】
　図１、図２に示すように、チューブ容器１００では、貼合わせ部１３は胴部１０の筒状
部表面から外方に向かって延出するように形成されているが、これを筒状部の表面に貼り
付けて固定するようにしてもよい。具体的には、図３の断面図に示すように、貼合わせ部
１３を胴部１０の筒状部と接する位置において胴部１０の表面に沿うように折り曲げて、
胴部１０の表面に接着することができる。これにより、チューブ容器１００を掴んで使用
する際等に、胴部１０の表面から延出した貼合わせ部１３が手等に接触して使用の邪魔に
なることを抑制できる。
【００１５】
　なお、貼合わせ部１３を胴部１０の表面に接着する方法は、特に限定されないが、例え
ば、貼合わせ部１３および胴部１０の表面の一部にポリエチレン、ヒートシールポリエチ
レンテレフタレート等の接着性を有する材料を積層してヒートシール溶着したり、貼合わ
せ部１３および胴部１０の少なくともいずれかの表面の一部にホットメルトやヒートシー
ルニスを積層して接着したりする等できる。
【００１６】
　積層フィルム１４は、最内層に接着層１４ａを備えれば層構成は限定されないが、一例
として、接着層１４ａ側から、ポリエチレン層（５０μｍ）／アルミ箔層（１５μｍ）／
インキ層／ポリエチレンテレフタレート層（１２μｍ）を積層することにより形成するこ
とができる。このように、最外層にポリエチレンテレフタレート層を設けることにより、
胴部１０の最外層にポリエチレン層を設けた場合と比較して、最外層に傷がつき難くする
ことができ、かつ光沢を与えることができるため好ましい。積層フィルム１４の最外層に
、紙の層を設けてもよい。これにより、胴部１０の感触を向上させ、樹脂量を低減するこ
とができる。また、これ以外にも、チューブ容器１００に必要となる機能に合わせて適宜
機能性を有する層を追加してもよい。
【００１７】
　積層フィルム１４の接着層１４ａの材料および接着方法は、特に限定されないが、ポリ
エチレンやポリプロピレンを用いたヒートシールによる接着方法が簡便であるため好適で
ある。
【００１８】
（注出口部）
　注出口部２０は、胴部１０の他端に位置する頂部１２に取り付けられ、胴部１０の頂部
１２を閉塞可能とする部材である。注出口部２０は、一例として胴部１０の頂部１２に取
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り付けられ、胴部１０から離れるにしたがって外径が小さくなるテーパ部２１と、テーパ
部２１に連接する円筒部２２とにより構成される。円筒部２２の外周面には外ネジ２２ａ
が形成され、キャップ３０を螺着することにより円筒部２２の開口を閉塞することができ
る。注出口部２０の材料は、特に限定されないが、低密度ポリエチレン等の樹脂材料を好
適に用いることができる。
【００１９】
　図１に示すように、胴部１０の頂部１２は、テーパ部２１の端縁に接着されている。胴
部１０と注出口部２０との接着方法は、特に限定されないが、例えばヒートシールを用い
ることができる。
【００２０】
（キャップ）
　キャップ３０は、注出口部２０に取り付けられ、円筒部２２の開口の閉塞および開放を
可能にする部材である。キャップ３０は、一例として、円筒状の側壁３１と、側壁３１の
一端を覆う天板３２とを含む。側壁３１の内周面には、円筒部２２の外ネジ２２ａに係合
可能な内ネジ３１ａが形成されている。キャップ３０の材料は、特に限定されないが、ポ
リプロピレン、ポリエチレン、低密度ポリエチレン等の樹脂材料を用いることができる。
【００２１】
　なお、注出口部２０およびキャップ３０の形態は本実施形態に限定されず、例えば、キ
ャップ３０を注出口部２０に取り付け可能な固定部と、固定部にヒンジを介して搖動可能
に取り付けられたキャップ部とを含むヒンジキャップとしてもよい。
【００２２】
　このように、チューブ容器１００では、最外層に接着層を設けることなく、積層フィル
ム１４の端部の最内層である接着層１４ａどうしを対向させた貼合わせ部１３を設けるこ
とにより、胴部１０を筒状に形成している。このため、積層フィルム１４の厚みが増加す
ることを抑制できる。したがって、積層フィルム１４を用いて形成された胴部１０の剛性
が高くなることが抑制され、胴部１０を押し潰して内容物を絞り出し易くなり、この結果
、胴部１０内における内容物の残留を抑制することができる。
【００２３】
　また、積層フィルム１４は最外層に接着性を有する層を設ける必要性がないので、層構
成の制約が小さく、求める加飾性や機能性に応じて、高い自由度で材質を選択することが
できる。
【００２４】
　また、胴部１０の剛性が高くなることが抑制されることにより、胴部１０を押し潰す荷
重を解除した際に元の形状に戻る胴部１０の内部に内容物が逆流する「エアーバック現象
」が発生し難くなる。このため、チューブ容器１００を倒立保存する等して内容物を注出
口部２０周辺に集めて内容物を絞り出し易くする必要がなくなり、内容物の位置に関わら
ず容易に内容物を絞り出すことが可能となる。
【００２５】
　また、チューブ容器１００では、貼合わせ部１３を設けることにより胴部１０を筒状に
形成するため、ラミネートチューブ専用の成形装置を用いることなく、ピロー包装袋やス
ティック包装袋等の包装袋製造装置を用いて製造することができる。
【００２６】
＜第２の実施形態＞
　図４に、第２の実施形態に係るチューブ容器２００の部分的な正面図および側面図を示
す。チューブ容器２００は、チューブ容器１００においてタブ１５を備えたものである。
【００２７】
　図４に示すように、チューブ容器２００の貼合わせ部１３は、貼合わせられた積層フィ
ルム１４のそれぞれの端部から延出するタブ１５を備える。タブ１５どうしは接着されて
おらず、タブ１５は一例として１組設けられている。
【００２８】
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　タブ１５を掴み、貼合わせ部１３に接着部分を拡げる方向（図４に黒色の矢印で示す方
向）に力を加えることで、貼合わせ部１３を剥離することができる。このため、チューブ
容器２００の使用にともない内容物の残量がわずかになり内容物を絞り出すことが困難に
なった場合に、タブ１５を用いて貼合わせ部１３を剥離して胴部１０を開くことができる
。これにより、胴部１０の内面についた内容物を取り出すことが可能になるため、胴部１
０内における内容物の残留をさらに抑制することができる。
【００２９】
　なお、タブ１５を備える貼合わせ部１３も、上述のようにタブ１５とともに胴部１０に
接着するようにしてもよい。
【００３０】
＜第３の実施形態＞
　図５に、第３の実施形態に係るチューブ容器３００の部分的な正面図および側面図を示
す。チューブ容器３００は、チューブ容器１００においてノッチ１６が形成されたもので
ある。
【００３１】
　図５に示すように、チューブ容器３００の貼合わせ部１３は、貼合わせられた積層フィ
ルム１４のそれぞれの端部にノッチ１６を備える。貼合わせ部１３は、一例として所定の
間隔を空けて２個のノッチ１６を備える。なお、ノッチ１６は、図５に示すように切り欠
き状に形成したが、切り込みであってもよい。また、後述する積層フィルム１４の破断が
可能であれば、ノッチ１６の個数は限定されない。
【００３２】
　貼合わせ部１３を掴み胴部１０の周方向に力を加えることで、ノッチ１６を起点にして
胴部１０を形成する積層フィルム１４を破断することができる。これにより、チューブ容
器３００の使用にともない内容物の残量がわずかになり内容物を絞り出すことが困難にな
った場合に、ノッチ１６を用いて胴部１０を引き裂いて、胴部１０の内面についた内容物
を取り出すことが可能になる。このため、胴部１０内における内容物の残留をさらに抑制
することができる。
【００３３】
　なお、ノッチ１６を備える貼合わせ部１３も、上述のように胴部１０に接着するように
してもよい。
【００３４】
＜第４の実施形態＞
　本発明の第４の実施形態に係るチューブ容器４００について、図を参照して、チューブ
容器１００との相違点を中心に説明する。チューブ容器４００は、一端が閉塞された胴部
１０と、胴部１０の他端に取り付けられた注出口部２０ａとを含む。また、チューブ容器
４００は、チューブ容器１００と同様に注出口部２０ａに取り付けられるキャップ３０を
さらに備えてもよい。図６に、チューブ容器４００の正面図および側面図を示し、図７に
、注出口部２０ａの側面図を示す。
【００３５】
　チューブ容器１００とチューブ容器４００との相違は、図６、図７に示すように、注出
口部２０ａの形状である。具体的には、注出口部２０ａは、注出口部２０のテーパ部２１
に代えて、胴部１０の長手方向に直交する平板状の閉塞部２１ａを備える。そして、胴部
１０の他端は、閉塞部２１ａの端縁において、閉塞部２１ａの胴部１０の一端側とは反対
側の面に接着されている。
【００３６】
　図８に、胴部１０にわずかに残った内容物を取り出す際のチューブ容器４００の様子を
説明するための断面図を示す。チューブ容器４００では、注出口部２０ａが胴部１０の長
手方向に直交する平板状の閉塞部２１ａを備えるとともに、胴部１０の頂部１２は、閉塞
部２１ａの端縁において、閉塞部２１ａの胴部１０の底部１１側とは反対側の面に接着さ
れている。このため、図６に示すように、指等で胴部１０ａを閉塞部２１ａの端縁で折り
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曲げることにより、胴部１０にわずかに残った内容物が、閉塞部２１ａの内方側の平面と
胴部１０の内面とで挟み込まれ、注出口部２０ａの開口の周辺へ向かって押し出される。
【００３７】
　また、注出口部２０ａの閉塞部２１ａは平板状であるため、テーパ形状に形成された注
出口部とは異なり、内方側に内容物の残留を可能とする空間を有さない。このため、注出
口部２０ａの開口の周辺へ向かって押し出された内容物を、胴部１０および注出口部２０
ａの内部へ残留させることなく開口から絞り出すことができる。この結果、容器内部にお
ける内容物の残留を抑制することができる。
【００３８】
　したがって、貼合わせ部１３を備えることで内容物の残留が抑制される胴部１０に、注
出口部２０ａを取り付けたチューブ容器４００によれば、内容物の残留をさらに抑制する
ことができる。
【００３９】
　なお、チューブ容器４００の胴部１０も、タブ１５またはノッチ１６を備えてもよい。
【００４０】
＜第５の実施形態＞
　本発明の第５の実施形態に係るチューブ容器５００について、図を参照して、チューブ
容器１００との相違点を中心に説明する。チューブ容器５００は、一端が閉塞された胴部
１０ｂと、胴部１０ｂの他端に取り付けられた注出口部２０とを含む。また、チューブ容
器５００は、チューブ容器１００と同様に注出口部２０に取り付けられるキャップ３０を
さらに備えてもよい。図９に、チューブ容器５００の正面図および側面図を示し、図１０
に、胴部１０ａをＢ－Ｂ’線で切断した断面図を示す。
【００４１】
　チューブ容器１００とチューブ容器５００との相違は、図９、図１０に示すように、胴
部１０ａが貼合わせ部１３を２つ備える点である。詳細には、胴部１０ａは、２枚の積層
フィルム１４の端部の最内層どうしを互いに対向させて接着して形成され、貼合わせ部１
３が２つ設けられている。
【００４２】
　胴部１０ａを形成する２枚の積層フィルム１４は、最内層に接着層１４ａを備えれば、
互いに同じ層構成であってもよいし、異なる層構成であってもよい。胴部１０ａを形成す
る２つの積層フィルム１４が互いに異なる層構成であることで、チューブ容器５００はさ
まざまな機能を有することができる。以下では、積層フィルム１４の層構成の具体例と、
当該層構成の積層フィルム１４を用いることで得られる機能とを説明する。なお、以下で
説明する層構成は例示であって、各具体例の効果を得ることができれば、２枚の積層フィ
ルム１４の層構成は限定されず、層の追加を適宜行ってもよい。
【００４３】
（具体例１）
　具体例１に係るチューブ容器５００では、胴部１０ａを形成する２枚の積層フィルム１
４の一方は、胴部１０ａの一部を押しつぶすことで内容物の絞り出しが容易な程度に低い
剛性を有し、他方は、内容物の残量が少なくなった状態でも胴部１０ａの形状を保持でき
る剛性を有する。これにより、チューブ容器５００は、内容物の絞り出しが容易でありな
がら、内容物の残量が少なくなっても胴部１０ａの形状が保持される。
【００４４】
　具体例１に係るチューブ容器５００に用いられる２枚の積層フィルム１４の層構成は、
例えば、一方が、胴部１０ａの外側から順にポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）（１
２μｍ）／ナイロン（ＮＹ）（１５μｍ）／ポリエチレン（ＰＥ）（１００μｍ）であり
、他方が、ＰＥＴ（２４μｍ）／ＮＹ（２５μｍ）／ＰＥ（１００μｍ）とすることがで
きる。また、これ以外にも、一方が、胴部１０ａの外側から順にＰＥＴ（１２μｍ）／Ｎ
Ｙ（１５μｍ）／ＰＥ（１００μｍ）であり、他方が、ＰＥ（２０μｍ）／紙（２００ｇ
／ｍ２）／ＰＥ（１００μｍ）とすることができる。
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【００４５】
（具体例２）
　具体例２に係るチューブ容器５００では、胴部１０ａを形成する２枚の積層フィルム１
４の他方は、表面に微小な凹凸を備える。これにより、チューブ容器５００は、胴部１０
ａ表面の一部において（積層フィルム１４の一方と他方とで）肌触りを変えることができ
るため、趣向性を備え、触覚による他の容器との区別が可能になり、胴部１０ａ表面の一
部において表面の見た目が変化するという高い意匠性を有する。
【００４６】
　具体例２に係るチューブ容器５００に用いられる２枚の積層フィルム１４の層構成は、
例えば、一方が、胴部１０ａの外側から順にＰＥＴ（１２μｍ）／ＮＹ（１５μｍ）／Ｐ
Ｅ（１００μｍ）であり、他方が、外側にエンボスが形成されたＰＥＴ（１２μｍ）／Ｎ
Ｙ（１５μｍ）／ＰＥ（１００μｍ）とすることができる。また、これ以外にも、一方が
、胴部１０ａの外側から順にＰＥＴ（１２μｍ）／ＮＹ（１５μｍ）／ＰＥ（１００μｍ
）であり、他方が、テキスタイル（織物・布地）または不織布／ガスバリア層／ＰＥ（１
００μｍ）とすることができる。なお、ガスバリア層はなくてもよい。
【００４７】
（具体例３）
　具体例３に係るチューブ容器５００では、胴部１０ａを形成する２枚の積層フィルム１
４の一方は印刷が施され、他方はアルミニウム蒸着が施されている。これにより、チュー
ブ容器５００は、金属光沢により印刷を際立たせた高い意匠性を有する。
【００４８】
　具体例３に係るチューブ容器５００に用いられる２枚の積層フィルム１４の層構成は、
例えば、一方が、胴部１０ａの外側から順にＰＥＴ（１２μｍ）／ＮＹ（１５μｍ）／Ｐ
Ｅ（１００μｍ）であり、他方が、アルミニウムが蒸着されたＰＥＴ（ＶＭ－ＰＥＴ）（
１２μｍ）／ＮＹ（１５μｍ）／ＰＥ（１００μｍ）とし、一方の積層フィルム１４には
印刷を施すことができる。
【００４９】
（具体例４）
　具体例４に係るチューブ容器５００では、胴部１０ａを形成する２枚の積層フィルム１
４の他方は通気性を有する。これにより、チューブ容器５００は、内部の気圧が所定以上
に上昇することを抑制できる。また、チューブ容器５００は、内容物の充填後に、チュー
ブ容器５００の外方から内容物にガス殺菌を施すことができる。
【００５０】
　具体例４に係るチューブ容器５００に用いられる２枚の積層フィルム１４の層構成は、
例えば、一方が、胴部１０ａの外側から順にＰＥＴ（１２μｍ）／ＮＹ（１５μｍ）／Ｐ
Ｅ（１００μｍ）であり、他方が、通気性を有するシート材（１６０μｍ）とすることが
できる。通気性を有するシート材としては、例えばタイベック（登録商標）を用いること
ができる。
【００５１】
　チューブ容器５００では、２つの貼合わせ部１３は、一例として、胴部１０ａの周方向
において互いに対向する位置に設けられている。２つの貼合わせ部１３を胴部１０ａの周
方向において互いに対向する位置に設けることで、チューブ容器５００の外観が、貼合わ
せ部１３が１つの場合と比較して大きく見えるため、意匠性を向上させることができる。
【００５２】
　２つの貼合わせ部１３は、図１１に示すように、胴部１０ａの周方向において互いに対
向しない位置に設けられてもよい。また、胴部１０ａが備える貼合わせ部１３の数は、２
つに限定されず、３つ以上であってもよい。この場合にも、胴部１０ａは、３枚以上の積
層フィルム１４の端部の最内層どうしを互いに対向させて接着して形成される。各積層フ
ィルム１４は互いに同じ層構成であってもよいし、異なる層構成であってもよい。また、
貼合わせ部１３は、胴部１０ａの表面に貼り付けて固定されてもよい。
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【００５３】
　なお、以上では、胴部１０ａの他端に注出口部２０を取り付けたチューブ容器５００を
用いて説明したが、チューブ容器５００は注出口部２０に代えて第２の実施形態で用いた
注出口部２０ａを備えてもよい。また、胴部１０ａは、タブ１５またはノッチ１６を備え
てもよい。
【実施例】
【００５４】
　実施例および比較例に係るチューブ容器を作製し、残留する内容物の量を比較する評価
を行った。
【００５５】
　実施例に係るチューブ容器として、第１の実施形態に係るチューブ容器１００を作製し
た。用いた積層フィルムの層構成は、最内層側から、ポリエチレン層（５０μｍ）／ポリ
エチレンテレフタレート層（１２μｍ）とした。
【００５６】
　比較例に係るチューブ容器として、実施例に対して積層フィルムの層構成のみを変えた
チューブ容器を作製した。積層フィルムの層構成は、は、最内層側から、ポリエチレン層
（１００μｍ）／ＥＶＯＨ層（２０μｍ）／ポリエチレン層（１００μｍ）とした。
【００５７】
　作製したそれぞれのチューブ容器に練りからしを充填した後、同様の荷重で内容物を絞
り出し、胴部に残留した内容物の量を測定した。
【００５８】
　この結果、比較例に係るチューブ容器では、胴部の幅方向の両端に位置する積層フィル
ムの折り目に隙間が生じ、この隙間に内容物に残留した。これに対して、実施例に係るチ
ューブ容器では、胴部の幅方向の両端に隙間がほとんど生じなかったため、内容物の残留
はわずかになった。また、実施例に係るチューブ容器では、胴部の一部を注出口部のテー
パ部の中まで入れることにより、テーパ部の内部に残る内容物まで絞り出すことができた
が、比較例に係るチューブ容器では、胴部の剛性が高いため、テーパ部の内部に残る内容
物まで絞り出すことができなかった。
【００５９】
　この結果、実施例に係るチューブ容器の残留量は、比較例に係るチューブ容器の残留量
の半分となり、実施例に係るチューブ容器で胴部内における内容物の残留を抑制できるこ
とが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、医薬品、化粧品、食品等を充填できる包装容器に用いることができる。
【符号の説明】
【００６１】
　１０、１０ａ　　胴部
　１１　　底部
　１２　　頂部
　１３　　貼合わせ部
　１４　　積層フィルム
　１４ａ　　接着層
　１５　　タブ
　１６　　ノッチ
　２０、２０ａ　　注出口部
　２１　　テーパ部
　２１ａ　　閉塞部
　２２　　円筒部
　３０　　キャップ



(10) JP 2020-66469 A 2020.4.30

　３１　　側壁
　３２　　天板
　３３　　ヒンジ部
　１００、２００、３００、４００、５００　　チューブ容器

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】

【図８】
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【図１１】

【図１２】
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